
2008年5月27日

株式会社ＮＴＴドコモ

ユニバーサルサービス制度の在り方についての当社意見

電気通信事業部会・ユニバーサルサービス委員会合同ヒアリング
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１．携帯電話の契約者数の推移

*出典： TCA（社団法人電気通信事業者協会）

（万契約）

○携帯電話市場は昨年１２月に１億契約を突破

2007年12月

１億契約を突破

日本の携帯電話市場 全体

ＦＯＭＡ
（３Ｇ）
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２．サービスの高度化・多様化とネットワークの進展

○競争環境の中、技術革新に伴いサービスが急激に高度化・多様化

～１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年～

mova (PDC)  9.6k～28.k

ＦＯＭＡ （W-CDMA） DL:384K UL:384K

ハイスピード （HSDPA） DL:3.6M  UL:384K

HSPA DL:14.4M UL:5.7M

Super 3G

4G

インターネット接続サービス

端末カラー化 画像メール

▲iモードサービス開始（２月）

▲<F502i>（１２月） ▲iショット開始（６月）

アプリ機能
▲iアプリ （１月）

位置情報コンテンツ
▲ｉエリア開始（７月）

動画配信

▲ＦＯＭＡｉモーション開始（１１月）

動画メール

▲ｉモーションメール開始（１月）

災害時伝言板
▲（１月）

着うた
▲着うた開始 （４月）

おサイフケータイ
▲（６月）

パケット定額制

▲パケホーダイ開始 （６月）

プッシュツゥートーク

▲プッシュトーク開始
（11月）

ワンセグ
▲（３月）

テレビ電話

情報配信

▲iチャネル開始（９月）

▲（１０月）

番組自動配信
▲ミュージックチャネル開始（９月）

▲Music＆Videoチャネル開始（１１月）

居場所確認
▲イマドコサーチ開始

（３月）

２in1サービス
▲（５月）

緊急速報
▲エリアメール開始（１２月）

▲iD開始（１２月）

サ
ー
ビ
ス

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

PCから携帯電話メール利用
▲iモード.net開始（３月）
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３．FOMAエリアについて

【凡例】

■ FOMAエリア内メッシュ
（夜間人口1人以上）

■ FOMAエリア外メッシュ
（夜間人口1人以上）

※１メッシュは1km×1km

※2007年度末
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４．格差是正事業への取り組み状況 ～エリア拡大に向けた取り組み～

累
積
地
区
数

移動通信用鉄塔施設整備事業
無線システム普及支援事業
累積地区数

ドコモグループ格差是正参画実績【年度別】

○1991年の事業開始から参画し、2007年度までに累積で830地区の事業に参画

○2008年度は全国で119地区の事業への参画を計画

新たに「無線システム普及支援事業」
が認められたことにより、参画地区数
が大幅に増加
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５．今後のエリア拡大に対する取り組み

＜全居住人口に占めるエリア内居住人口の割合＞

地域 割合 エリア外人口

全国 ９９．７％ 約４１万人 ※

上記のエリア外部分の基地局の整備費用 約３,３００億円～６,６００億円

「デジタル・ディバイド解消戦略会議 第一次報告書（2008年3月）」

※居住地域における携帯電話サービスのエリア外メッシュは約１１,０００（１メッシュ＝１ｋｍ²）

（06年度末現在）

○エリア拡大を進める上で、民間企業においては、採算性をいかに確保

するかが重要な課題

○民間企業だけでは困難な面もあり、今後も国の積極的な支援が必要

・全携帯電話事業者の合算ベース

「携帯電話サービスにおけるエリア整備の
在り方について（2003年3月）｣

通話エリアに属するか否かの判断基準

通話エリアがメッシュ地図（1km×1km)
のメッシュ面積の半分（0.5平方Km)以上
を占めるか否かという基準
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６．携帯電話の特性とユニバーサルサービスの範囲

○携帯電話の技術的特性等により、電波が面的にカバーするエリアであっても、加入

電話と同水準の公平かつ安定的な通信を提供するのは困難

・場所により不感地帯が存在し、サービス品質に差異が発生

・限られた電波を共有するため、緊急時・混雑時などにおいてサービス容量に限界

○加入電話が、当面ユニバーサルサービスを担うことが妥当

○競争環境の中、技術革新に伴いサービスが急激に高度化・多様化する携帯電話の特

性は、ユニバーサルサービス制度の持つサービス維持の目的に馴染まない

・特定のサービス維持が、技術革新を伴うサービス競争に与える影響が大

・維持すべきサービスのコストも発生 （二重の投資になる可能性）



7

○ユニバーサルサービス制度の趣旨をお客様へご理解いただけるように、請求書同封

冊子や請求書お知らせ欄、ご利用ガイドブック、総合カタログ等、多様な媒体にて

お客様への周知を継続的に実施

（参考） お客様への周知事例

（請求書同封冊子 2006年12月号）
１ページを利用して周知を実施

（ユニバーサルサービスに関する問い合わせ件数）

2007年 2008年2006年

請求書
お知らせ欄

告知
（１月中旬～）

請求開始
（２月中旬）

請求書
同封冊子
事前告知

（12月中旬）

請求書
同封冊子
再告知

（６月中旬）
番号単価

改定の告知
（12月中旬）

（問い合わせ内容別構成＜累計＞）
【 2007年4月～2008年3月】
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